
２０２１年度 

法務研究科 法務専攻（法科大学院）Ａ日程 入学試験問題 

「 憲   法 」 

〈４５分〉 
（注意：解答はすべて解答用紙に記入すること。） 

次の仮想事例を読み，下記の設問に答えなさい。 
  
【仮想事例】 

X は，自己の婦人病の平癒のため，Q 教の著名な寺院を参詣したことを契

機に，その信者となった。その後 X は，僧籍に入り，法名を受け，Q 教の信

仰方法の一である加持祈祷を修めたことから，N 市に寺院（以下「本件寺

院」という）を創建して住職となった。そして X は，本件寺院において，信

者らの健康上の悩み，先祖供養等の相談に応じ，その平癒のために加持祈祷

をすることを生業としていた。 
A は，平成 18 年頃に X と知り合い，X との親交を深めていくなかで，X

のことを「先生」と呼び，連日のように本件寺院を訪ねて，X の身の回りの

世話などの手伝いをするようになった。 
A は，平成 22 年１月， B を出産した。その後 A は，B の夜泣きがひどい

こと等について，X に相談するようになった。X は，B が「神の子だったの

に魔物の子になった」といい，同年６月頃から，B に対して加持祈祷を繰り

返すようになった。B は，同年８月から，N 市内の保育園に通うようになっ

たが，保育士が，同年９月に B の顔に，平成 23 年４月に B の左右両わき腹

に，それぞれあざがあることを発見した。 
X は，同年５月，本件寺院において，夜泣きが止まらない B に対して「こ

の子の中にいる魔物が泣かせている」といって，突然，その両脇を抱えて頭

より少し上まで持ち上げ，床に投げつけて，B に急性硬膜下血腫及び脳浮腫

等の傷害を負わせて死亡させた。 
そのため X は，傷害致死の罪（刑法 205 条）で逮捕，起訴された。 

 
〔設問〕本件には，どのような憲法上の論点があるのか，論じなさい。 
 

以上 
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入試日程 Ａ日程  出題科目名 憲法      

出題趣旨 

 

本仮想事例では，刑法 205 条の適用に伴い生じる X の信教の自由（宗教行為の自

由：憲法 20 条１項）に対する規制の合憲性を検討することが求められている。その

際には，最大判昭和 38 年５月 15 日刑集 17 巻４号 302 頁を参考にして欲しい。 
X は，Q 教の「信者」となり，「僧籍に入り，法名を受け，Q 教の信仰方法の一

である加持祈祷を修めたことから，N 市に寺院（以下，「本件寺院」という）を創

建して住職となった」。これらの点を踏まえると，X が「本件寺院において，信者

らの健康上の悩み，先祖供養等の相談に応じ，その平癒のために」行った「加持祈

祷」は，信仰に基づく宗教行為であると解することができる。 
信仰とは，複数の宗教（無宗教を含む）が併存する社会においても，信者のアイ

デンティティや人格的生存に関わるので，重要なものである。 
また，X による加持祈祷は，刑法 205 条の適用により，直接的に，罰則付きで制

限されることになる。とはいえ，X による加持祈祷は，刑法 205 条が人の生命，身

体の安全の確保を目的としていることに鑑みると，間接的に制限される場合もあろ

う。 
これらの点を考慮したうえで，X による加持祈祷に対する規制の合憲性を検討し

て欲しい。まず，刑法 205 条の立法目的は何か，その目的と刑法 205 条の適用によ

る加持祈祷の処罰（立法目的達成手段）にはどのような関連性があるのかを検討す

る。例えば，立法目的を人の生命，身体の安全の確保と捉えたうえで，その立法目

的と刑法 205 条の適用による加持祈祷の処罰には，どのような関連性があるのかを

検討するのである。 
具体的には，「X のことを『先生』と呼び，連日のように本件寺院を訪ねて，X

の身の回りの世話などの手伝いをするようになった」A の相談を受けるなかで，X
が「夜泣きが止まらない B」に加持祈祷を行ったことに対して処罰を行う必要性の

有無を検討する。そして，X が「突然，そ（B）の両脇を抱えて頭より少し上まで持

ち上げて，床に投げつけて，B に急性硬膜下血種及び脳浮腫等の傷害を負わせ死亡

させた」ことに対して処罰を行うことの相当性の有無を検討して欲しい。 
どのような結論になるにせよ，Ｘの立場を踏まえた，説得力のある具体的な論述

をして結論を導くことが望まれる。 
以上 

 



２０２１年度 

法務研究科 法務専攻（法科大学院）Ａ日程 入学試験問題 

「 刑   法 」 

〈４５分〉 
（注意：解答はすべて解答用紙に記入すること。） 

 
【問題】以下の設例における甲及び乙の罪責を論じなさい（但し，特別法違反

は除く）。 
 
〔設例〕 
 甲は日頃から恨みに思っていた金持ちのＶから金品を巻き上げようと考え，

２０２０年６月２０日，甲・Ｖ共通の知り合いである乙を呼び出して，Ｖをナ

イトクラブに誘い出し，酒類に睡眠薬を混ぜて飲ませ，意識を混濁させた上

で，財布から現金を抜き出す等してくれと依頼した。乙は当初渋っていたが，

甲からその報酬として，Ｖから得られた金額の３割を提示されたため，その依

頼を引き受けることにし，甲から大量の睡眠薬を受領して，帰宅した。 
 乙は帰宅後直ちにＶに電話を入れ，「一緒に飲もうや」と誘いをかけたとこ

ろ，Ｖは二つ返事で応諾し，両名は同年６月２６日，繁華街のナイトクラブで

飲むことになった。 
 ６月２６日の午後７時頃，乙とＶはナイトクラブ「シャドー」店内で落ち合

い，ビールや焼酎等をハイピッチで飲み始めた。その後Ｖがトイレに行くため

中座した隙に，乙は持参した上記の睡眠薬をビールジョッキ等に入れて，しっ

かりかき混ぜておいた。しかしながら，Ｖは席に戻った後も，そのジョッキに

入ったビール等の酒類を大量に飲んだにもかかわらず，眠り出す等の変化を一

向に見せなかった。 
 業を煮やした乙は，ナイトクラブの店員が他の客を見送るため店外に出たの

を見るや，Ｖに対し，自己の判断で持参していた果物ナイフをＶの面前に突き

出し，「おい，金を出せ。言うことを聞かないと，ぶっ殺すぞ」と低い声でさ

さやいた。Ｖは体を震わせながら「勘弁してくれ。どうかお願いだから」と乙

に懇願したが，乙がナイフをＶの面前で振り回すので，Ｖはとにかく逃げ出す

しかないと判断し，とっさに「シャドー」の店外に走り出たところ，運悪く，

店前の道路を走ってきた乗用車にはねられ，Ｖは頭蓋骨骨折により，その場で

死亡した。 
以上 

 
 

 

 



【出題の趣旨】 

 総論部分に関しては，共謀の成立とその範囲，共同正犯性，共犯の錯誤（抽

象的事実の錯誤）の処理が適切に論じられているか，各論部分に関しては，昏

酔強盗罪，１項強盗罪，強盗致死罪の各成立要件を正しく理解し，与えられた

事案をそれらに適切にあてはめられるか等を確認する趣旨で出題した。 
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入試日程 Ａ日程  出題科目名 刑法      

 

出題趣旨 

 

  昏酔強盗罪及び１項強盗罪の成立要件，強盗致死罪の成立要件，死亡結果と強盗

行為との因果関係（いわゆる行為後の介在事情をめぐって），共謀の認定，抽象的事

実の錯誤の処理といった諸項目に関する正確な理解と記述がどこまでなされている

かを確認すべく出題した。 

 
 
 
 
 
 



２０２１年度 

法務研究科 法務専攻（法科大学院）Ａ日程 入学試験問題 

「 民   法 」 

〈４５分〉 
（注意：解答はすべて解答用紙に記入すること。） 

 
Ａは、甲建物をＢに売却し、Ｂから代金全額を受け取った。しかし、Ｂへの

甲建物の移転登記はまだ行われていない。以下の設問にすべて答えなさい。な

お、各設問は独立したものとする。 
（１）その後、Ａは、甲建物をＣに賃貸して引き渡した。Ｂは、Ｃに対し、甲

建物の引渡しを請求することができるか。 
（２）Ａは、Ｂに甲建物を引き渡した後、甲建物をＤに売却して登記を移転し

た。さらに、Ｄは、甲建物をＥに売却して登記を移転した。Ｄは、Ａとの売買

契約締結時に、Ｂがすでに甲建物の所有権を取得していることを知っていたう

えに、特に甲建物を所有する必要もないにもかかわらず専らＢを困らせる目的

で甲建物を取得したものであった。これに対して、Ｅは、これらの事情を何も

知らないまま甲建物を購入したものであった。Ｅは、Ｂに対し、甲建物の引渡

しを請求することができるか。 
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入試日程 Ａ日程  出題科目名 民法      

 
出題趣旨 

（１）は、177 条の第三者の意義を問うものである。ＢはＡから甲建物を購入し、その所有権

を取得しているが、移転登記をしていないため、甲建物の所有権取得という物権変動を第三者に

対抗することができない（177 条）。Ｃは甲建物の賃借人であるが、Ｃが 177 条の第三者に当た

れば、ＢはＣに所有権取得を対抗できないので、ＢのＣに対する所有権に基づく甲建物の引渡請

求は認められないことになる。 
 177 条の第三者とは、当事者およびその包括承継人以外の者で、不動産に関する物権の得喪及

び変更の登記欠缺を主張する正当の利益を有する者をいう。ここでいう「正当な利益を有する者」

とは、より具体的には、同一不動産につき両立しえない物権を取得した者及びそれに類する者を

指すと解されている。この点、賃借人は賃貸不動産について使用収益権を設定された者であり、

右不動産について所有権を取得し、自ら使用収益を求める者とは両立しえない関係に立つから、

賃借人も第三者にあたるとするのが判例である（大連判明治 41 年 12 月 15 日、大判昭和 6 年 3
月 31 日）。したがって、登記を備えていないＢは、賃借人Ｃに対して甲建物の所有権取得を対抗

できないから、ＢはＣに対して甲建物の引渡しを請求することはできないことになる。 
 （２）は、背信的悪意者からの転得者が 177 条の第三者にあたるかを問うものである。本問で

は、Ａが、Ｂに甲建物を売却した後、Ｄにも甲建物を売却し、Ｄが先に登記を備えている。177
条は登記をしなければ不動産物権変動を第三者に対抗できないと規定しているところ、Ｂは登記

を有していないから、ＤがＢにとって第三者に当たれば、Ｂは甲建物の所有権取得をＤに対抗で

きないことになる。 
 177 条の第三者の定義は上述の通りであるが、Ｄは、Ａとの売買契約により同じ甲建物の所有

権を取得した者であり、Ｂの所有権が認められると所有権を失う関係にあるから、ＤはＢの登記

欠缺を主張する正当な利益を有する者といえそうである。しかし、ＤはＢがすでに甲建物の所有

権を取得していることを知っており悪意である。このような者に対してもＢは登記なくして所有

権を対抗できないかが問題となる。 
 そもそも、177 条は第三者について善意を要求していないが、それは、自由競争が認められる

社会においては、物の取得を巡って他人と競走し、他人よりも有利な条件を提示して物を取得す

ることも許されるのであるし、物権を取得した者は、登記を得て自己の権利を保全すべきである

のにそれを怠っているのであれば、他の競争者に敗れて権利を失っても仕方がないといえるから

である。しかしながら、実体法上物権変動があることを知る者であって、かつ物権変動について

登記欠缺を主張することが信義に反すると認められる事情のある第三者については、自由競争の

枠外にあると考えられるから、これを背信的悪意者と呼び、登記欠缺を主張する正当な利益を有

さない者として177条の第三者に当たらないと解するのが判例である（最判昭和43年8月2日）。 
 本問において、Ｄは、Ｂがすでに甲建物を取得していることを知っているのみならず、Ｂが登

記を備えていないことを利用して高値でＢに売りつける目的で甲建物を取得した者であり、自由

競争の枠外にある背信的悪意者と評価できるので、ＤはＢの登記欠缺を主張する正当な利益を有

しないといえる。したがって、Ｂは登記なくしてＤに対して所有権取得を対抗できる。 
 もっとも、本問ではすでに甲建物はＤからＥに譲渡されている。Ｂは登記を有していないこと
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から、Ｅが 177 条の第三者に当たれば、甲建物の所有権取得をＥに対抗できないことになる。も

っとも、ＥはＤから甲建物を購入した者であり、上述の通り、Ｄは背信的悪意者であってＢの登

記欠缺を主張できる正当な利益を有しない者であるから、そもそもＥはそのようなＤから有効に

所有権を取得できていないのではないかが問題となる。Ｅが所有権を有効に取得できていなけれ

ば、Ｅは 177 条の第三者には当たらず、したがって登記を有していないＢは甲建物の所有権取得

をＥに対抗できることになるからである。 
この点、背信的悪意者は自らが第三者に該当することを主張することが信義則上封じられだけ

であって、所有権の取得自体を否定されるわけではないのであるから、背信的悪意者からの転得

者も有効に所有権を取得でき、第三者としての客観的地位を有すると解するのが判例である（最

判平成 8 年 10 月 29 日）。もっとも、転得者自身が背信的悪意者であれば、そのような者を保護

する必要はないから、第三者には当たらない。 
本問の場合、Ｅは、背信的悪意者Ｄから有効に所有権を取得しているうえ、何も事情を知らな

いＥを背信的悪意者とは評価できないから、ＥはＢにとって 177 条の第三者にあたるので、登記

のないＢは、甲建物の所有権取得をＥに対抗できない。他方で、Ｅは登記を備えており、自らの

所有権取得をＢに対抗できるから、ＥはＢに対して、所有権に基づく物権的請求権として甲建物

の引渡しを請求できることになる。 
 



２０２１年度 

法務研究科 法務専攻（法科大学院）Ａ日程 入学試験問題 

「 商   法 」 

〈４５分〉 
（注意：解答はすべて解答用紙に記入すること。） 

 
次の設例を読んで、後記の【設問】に解答しなさい。配点－１００点 
 
１．甲株式会社（以下「甲社」という。）は、監査等委員会設置会社であり、

その発行する株式のすべてを金融商品取引所に上場している、会社法上の大

会社である。定款において、１単元を１００株とする旨の定めがあるが、種

類株式発行会社ではない。 

２．令和元年４月ころから、甲社の株式は、Ｐに買い集められ始め、Ｐは甲社

の株式を徐々に買い集めて令和元年１１月末日現在で甲社の筆頭株主になる

に至った。Ｐは、大株主の立場を利用して、たびたび甲社の本社ビルに押し

かけ、甲社の代表取締役社長Ａ、代表取締役副社長Ｂに対し直接自己の保有

する甲社の株式を取得時より高値で買い取るよう迫ったが、ＡおよびＢはこ

とごとく拒絶した。 

３．令和２年１月、自己の要求が通らないことに業を煮やしたＰは、Ｂおよび

甲社の取締役（代表権は有していない）Ｃに対し、自己の有する甲社の株式

のすべてを反社会的勢力に売却したことを示唆するとともに、売却した株式

を買い戻すための資金を甲社が用立ててくれたら、売却した株式を取り戻す

旨を述べ、甲社に対し買戻資金の援助を執拗に迫った。もっとも、Ｐは、脅

迫の手段として、ＢおよびＣに対し、反社会的勢力への売却を示唆したまで

で、実際のところ、甲社の株式がＰから反社会的勢力へ移転した事実はなか

った。 

４．反社会的勢力に自社の株式が取得されてしまったと信じて狼狽したＢおよ

びＣ、ならびに、Ｂからその旨を知らされたＡは、令和２年２月、甲社の取

締役会を開催し、Ｐに対し、甲社株式を反社会的勢力から買い戻すための資

金３００億円を融資することを決定し、ＡはＰに対し、当該決定に基づき、

３００億円の融資を実行した。Ｐは当初からこの融資金を返済するつもりは

なく、また、客観的にそのような見込みもなく、Ａ、ＢおよびＣは、そのこ

とを認識していた。なお、甲社の定時株主総会において議決権を行使するこ

とができる株主は、定款において、毎事業年度末日の最終の株主名簿に記載

または記録された株主とされ（甲社の事業年度は、毎年４月１日から翌年の

３月末日までである）、甲社は、令和２年６月２４日に令和元年事業年度に

係る定時株主総会を開催する旨を取締役会で決定していた。 

 



 

【設問】 

令和元年１月に甲社の株式を１００株取得し現在も当該株式を保有している

Ｘは、Ａ、Ｂ、ＣおよびＰに対し、いかなる請求をなすことができるか。な

お、甲社にはＡ、ＢおよびＣのほかに１３名の取締役がいるが、他の取締役に

対する請求の可否については、検討しなくてよい。 
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入試日程 Ａ日程  出題科目名 商法     

 
出題趣旨 

特定の株主による株主総会における議決権行使を阻止する目的で株式の買戻資金が会社から

提供された場合、①当該資金提供は、株主の権利の行使に関する利益の供与（以下「利益供与」

という。会社法 120 条 1 項（以下、法令名がない場合には、会社法の条文番号を指す））に当た

るか、②当たると考える場合、当該利益供与をめぐる法律関係はどのようになるか、および、③

②を踏まえたうえで、会社の株主は、当該利益供与に関し、どのような主張をなしうるか、につ

き検討を求めるものである。 
 

①利益供与の要件とあてはめ 
 会社法 120 条 1 項は、「株式会社は、何人に対しても、株主の権利等に関し、財産上の利益の

供与をしてはならない。」と定め、同条 3 項において、財産上の利益の供与を受けた者の会社に

対する利益の返還義務が、同条 4 項において、会社が利益供与をした場合における関与した取締

役等の利益価額相当額の会社に対する支払義務がそれぞれ規定されている。 
 設例において、甲社は、甲社株式がＰから反社会的勢力に移転したと信じ、Ｐに当該株式の買

戻資金を融資している。甲社の取締役会の決議を経てなされた上記融資は、会社法 120 条 1 項

の要件を充足し、利益供与といえるか。  
 設例において資金が提供された株式の買戻し（譲渡）自体は、株主の地位の移転にすぎず、株

主の権利の行使に当たるとはいえないゆえ、会社法 120 条 1 項において禁止される利益供与に

当たるとは必ずしもいえない。しかし、設例のように、会社にとって好ましくない特定の株主（反

社会的勢力）による議決権行使を回避する目的で何人かにその譲受代金を供与する行為は、株主

の権利の行使に関して利益供与をなしたものとみるべきである（最判平成 18 年 4 月 10 日民集

60 巻 4 号 1273 頁参照；実際に株式譲渡の事実がなくとも、そのような認識のもとに行えば利益

供与に当たると考えられる）。甲社の定時株主総会は、令和 2 年 6 月 24 日に予定されていると

ころ、当該株主総会の議決権付与基準日前のタイミングで融資がなされていることからも、反社

会的勢力による議決権行使回避の意図が強く推認される。甲社からＰに対する資金提供は、融資

の形でなされているが、Ｐには主観的にも、客観的にも、返済の見込みはなく、かつ、融資を実

行したＡもそのことを認識していたのであるから、本件資金提供は事実上Ｐに対する贈与であっ

たといえる。したがって、設例における甲社からＰに対する 300憶円の融資は、会社法 120 条 1
項の要件を充足し、同条同項によって禁止される利益供与に当たる。 
 
②甲社とＰ、Ａ、ＢおよびＣの法律関係 
 ①に既述したように、利益供与を受けた者は、会社に対する利益の返還義務を負い、また、利

益供与に関与した取締役として法務省令に定める者は会社に対する供与利益相当価額の支払義

務を負う（120 条 3 項・4 項、会社法施行規則 21 条）。 
 設例において、まず、Ｐは利益供与を受けた者であるから、甲社に対し、300 憶円の返還義務

を負う。 
 次に、利益供与に関与した取締役の責任を検討する。利益供与に関与した取締役として法務省
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令に定められているのは、ア）利益供与に関する職務を行った取締役、イ）利益供与を決定する

取締役会決議に賛成した取締役、ウ）取締役会に利益供与の議案を提案した取締役である。 
 Ａは、上記ア）～ウ）のすべてに該当する。また、その職務を行うについて注意を怠らなかっ

たことを証明することによって免責されない取締役（120 条 4 項ただし書）であるので、過失の

有無を問わず、300 憶円を会社に対し、支払わなければならない。ＢおよびＣについては、本件

利益供与を積極的に支持していたことが窺われるから、少なくとも上記イ）には該当し、Ｐから

のたびたびの脅迫まがいの要求および反社会的勢力への株式譲渡の示唆に狼狽していたとはい

え、むしろＡに利益供与による安易な解決を進言しており、会社の取締役として注意を怠らなか

ったとはいえない。したがって、ＢおよびＣも甲社に対し、300 憶円の支払義務を負う。 
 以上をまとめると、Ｐは甲社に対し受領した 300 億円の返還義務を、Ａ、ＢおよびＣは、連帯

して 300 憶円の支払義務を負う。Ｐと取締役らの支払義務は不真正連帯債務となる。 
 
③株主Ｘは、平成元年 1 月以来、甲社の株式を 100 株、すなわち、１単元保有している。甲社

は公開会社であるから、株主が責任追及等の訴えを提起するには、提訴前６か月間の株式の継続

保有が必要となるが（847 条 1 項）、Ｘは当該要件を充足している。したがって、Ｘは、まず、

甲社（の監査等委員（399 条の 7 第 5 項 1 号））に対し、Ｐ、Ａ、ＢおよびＣに対し、300 憶円

の支払を求めて提訴するよう請求し、60 日以内に甲社が提訴しないときは、自ら原告となって、

Ｐ、Ａ、ＢおよびＣに対し、甲社に対する支払を求めて責任追及等の訴えを提起することができ

る（847 条）。 
 
                                       以 上 
 



２０２１年度 

法務研究科 法務専攻（法科大学院）Ａ日程 入学試験問題 

「 民事訴訟法 」 

〈４５分〉 
（注意：解答はすべて解答用紙に記入すること。） 

 
X は、Ｙを被告として、甲土地の売買代金支払請求訴訟（以下、「前訴」

とする。）を提起した。以上の事例を前提に、以下の各設問に答えなさい。 
 
（１）裁判所は、前訴においてＸの請求を棄却する旨の判決を言い渡し、こ

の判決は確定した。Ｘは前訴で敗訴したことを不満に思い、再度、Ｙを被

告として甲土地の売買代金支払請求訴訟（以下、「後訴１」とする。）を

提起した。後訴１において、裁判所はいかなる判決をすべきか。 
 
 
（２）裁判所は、前訴においてＸの請求を認容する旨の判決を言い渡し、こ

の判決は確定した。Ｘは、前訴で勝訴したものの、Ｙがなおも甲土地の売

買代金を支払わないことから、再度、甲土地の売買代金支払請求訴訟（以

下、「後訴２」とする。）を提起した。後訴２において、裁判所はいかな

る判決をすべきか。 
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入試日程 Ａ日程  出題科目名 民事訴訟法     

出題趣旨 

 本問は、民事訴訟法の重要な論点である既判力及び訴えの利益についての基本的な理解を問う

ものである。 
小問（１）は、前訴判決の既判力の客観的範囲を問うものである。既判力は「主文に包含する

もの」（民事訴訟法１１４条１項）、すなわち訴訟物についての判断に生じる。本問の前訴の訴訟

物は、ＸのＹに対する売買契約に基づく代金支払請求権であり、前訴でＸの請求を棄却する判決

が言い渡され、かつ、確定していることから、ＸのＹに対する代金支払請求権が存在しないこと

について既判力が生じる。 
 そして、前訴の訴訟物と後訴の訴訟物が同一関係・先決関係・矛盾関係のいずれかにある場合

に、前訴判決の既判力が後訴に作用すると解されているところ、後訴１の訴訟物は、ＸのＹに対

する売買契約に基づく代金支払請求権であり、前訴と後訴１の訴訟物は同一であるから、小問

（１）において、前訴判決の既判力は後訴に作用する。 
さらに、前訴判決の既判力が後訴に作用する効果として、後訴裁判所は前訴判決の既判力ある

判断を前提として、後訴の訴訟物について判断をしなければならず（積極的作用）、後訴当事者

は、前訴判決の既判力ある判断と矛盾する主張をすることが許されない（消極的作用）ことにな

る。従って、後訴１において、後訴裁判所は前訴判決の既判力ある判断を前提に判断をしなけれ

ばならず、Ｘから既判力に抵触しない基準時後の事由が主張されない限り、請求棄却判決をすべ

きである。 
 
 小問（２）は、給付訴訟の前訴で勝訴判決を受けた原告が、同一訴訟物について再度提訴した

という場合である。前訴でＸの勝訴判決が言い渡され、かつ、確定していることから、前訴判決

には、ＸのＹに対する代金支払請求権が存在することについて既判力が生じている。後訴２の訴

訟物も、ＸのＹに対する売買契約に基づく代金支払請求権であることから、前訴の訴訟物と後訴

２の訴訟物は同一であり、前訴判決の既判力は後訴に作用する。しかし小問（２）のケースは、

既判力による処理の以前に、訴えの利益の有無が問題となる。 
 小問（２）のように、給付訴訟の勝訴判決が確定した場合、勝訴者は当該確定判決を債務名義

（民事執行法２２条１号）として、相手方が任意に給付を行わない場合には強制執行をすること

ができる。そのため、この場合の勝訴者は、同一の給付を求める訴えを提起して再度同じ内容の

債務名義を獲得する利益、すなわち給付の訴えの利益を有しないのが原則である。小問（２）に

おいても、Ｘは前訴確定判決を債務名義として、Ｙに対し強制執行を行うことができるため、二

重に勝訴判決を取得する必要はない。したがって、後訴２の裁判所は、Ｘが提起した後訴２につ

いては、訴えの利益がなく訴訟要件を欠くとして、訴え却下判決をすべきことになる。 
 なお、給付訴訟の勝訴者の再訴であっても、相手方に対して強制執行をすることが事実上不能

であり、裁判上の請求の他に時効中断という目的を達成する方法がない場合（大判昭６・１１・

２４民集１０巻１０９６号）や、債務名義となる判決原本が滅失した場合（大判大１４・４・６

民集４巻１３０頁）には、例外的に、再度同一の給付訴訟を提起することが許されている。 
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